
（別添）

団体名

１ 一般会計及び特別会計の財政状況（主として普通会計に係るもの） （百万円）

歳入 歳出 形式収支 実質収支 地方債現在高
他会計からの
繰入金

一般会計 8,803 8,381 422 378 11,247 7

住宅資金特別会計 16 28 △ 12 △ 12 20 -

福祉資金特別会計 3 1 2 2 - -

普通会計 8,821 8,410 411 367 11,267 7

２ １以外の特別会計の財政状況（公営事業会計に係るもの） （百万円）

総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

不良債務
（実質収支）

地方債現在高
他会計からの
繰入金

病院事業会計 794 885 △ 90 - 241 90

上水道事業会計 211 190 21 - 824 2

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
239 232 7 4 857 49

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
1,300 1,285 16 0 3 446 330

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
591 582 9 0 1 172 134

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
63 63 0 0 492 53

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
646 640 7 0 1 782 143

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
60 54 7 0 89 18

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
2,501 2,367 135 135 - 220

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
2,576 2,576 0 0 - 169

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
1,346 1,272 74 74 - 201

（注） １．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。

２．不良債務が～百万円となるときは、「△～」と表記している。

３ 関係する一部事務組合等の財政状況 （百万円 ， ％）

歳入
（総収益）

歳出
（総費用）

形式収支
（純損益）

実質収支
（不良債務）

地方債現在高
当該団体の
負担割合

わたらい老人福祉施設組合 174 168 6 6 96 10.9

県市町村職員退職手当組合 6,618 5,976 642 642 - -

うち一般会計 6,485 5,843 642 642 - 4.5

うち特別会計 133 133 0 0 - -

志摩広域消防組合 1,252 1,225 27 27 186 14.8

志摩広域行政組合 257 242 15 15 25 2.6

県自治会館組合 194 156 38 38 - -

紀勢地区広域消防組合 646 633 13 13 317 23.1

鳥羽志勢広域連合 3,760 3,718 42 16 2,104 12.0

度会広域連合 69 55 14 14 - 43.2

三重地方税管理回収機構 211 162 49 49 - 1.4

（総収益） （総費用） （純損益） （不良債務）
297 294 3 - -

４ 第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （百万円）

経常損益
（千円）

資本又は
正味財産
（千円）

当該団体か
らの出資金
（千円）

当該団体か
らの補助金
（千円）

当該団体から
の貸付金
（千円）

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

備考

該当なし

（注） 損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を記入している。

５ 財政指数

（注） 実質公債費比率は、平成１８年度の起債協議等手続きにおいて用いる平成１５年度から平成１７年度の３カ年平均である。

伊勢地域農業共済事務組合
繰出金 395千円
法適用企業

財政状況等一覧表（１７年度）

南伊勢町

備考

基金繰入 466

簡易水道事業特別会計

下水道事業特別会計

※金額の欄は、各項目とも千円単位で計算した額を百万円未満四捨五入して計上していますので、
差引額が一致しない場合があります。

備考

法適用企業

法適用企業

備考

基金繰入 40

基金繰入 62

介護保険特別会計

国民健康保険特別会計

老人保健特別会計

うち特環公共

うち農集排水

うち漁集排水

浄化槽事業特別会計

6.9

94.3

当該団体から
の損失補償

に
係る債務残

財政力指数

実質公債費比率

実質収支比率

経常収支比率

0.243

11.9


